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－概要－ 

建設業界においては、エネルギーの消費量や二酸化炭素の排出量が大きく、建築分野に限定しても

住宅や業務ビルの建設では国内全体の約 10%の二酸化炭素を排出するとも試算される。また、セメン

ト産業では同様に約 4%の二酸化炭素の排出量を占めており、構造材料としてもっとも使用量が多いコ

ンクリート分野においては、二酸化炭素排出量の削減といった課題は重要となる。経済産業省では、

非エネルギー起源の二酸化炭素の削減のため、混合セメントの利用拡大の方策を示し、2013 年度の利

用率 22.1%から 2030 年度には 25.7%とすることを目標としている。建築分野での混合セメントの利用

率拡大については、杭や地下および地上構造物など幅広い部位・部材に適用することが理想となる。

混合セメントのひとつである高炉セメントは、構成材料における二酸化炭素の排出量の原単位がポル

トランドセメントの 766.6kg-CO2/t に対して混合される高炉スラグ微粉末が 26.5kg-CO2/t であること

から、高炉スラグの分量が多くなるほど、二酸化炭素排出の削減量も大きくなる。しかし、現状にお

いて製造される高炉セメントはB種がほとんどであり、A種およびC種の市場への一般の流通はない。

－技術的な特長－

本研究は、普通ポルトランドセメントに高炉スラグ微粉末を 10～70%の範囲で混和材料として用い

たコンクリートについて、各調合における各種コンクリート性状を室内実験にて把握し、そこで得ら

れたデータをもとに建築物への汎用的な適用について検討することを目的としたものである。特長と

して、各種の高炉セメントの使い分けでなく、高炉スラグ微粉末を混和材料として用いることにより、

高炉スラグ微粉末の使用率に応じた各部位に求められる性能を満たす最適な環境配慮型コンクリート

を適用することができ、かつ、生コン工場におけるサイロや流通といった材料管理の負担も軽減する

ことができると考えられる。

表 1 本研究の範囲 
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要 因 水 準

高炉スラグ微粉末使用率

0% （プレーン）

10%、20%、30% （A 種クラス）

45%、60% （B 種クラス）

70% （C 種クラス）

水結合材比

45%、55%、65% 
（高炉スラグ微粉末使用率  0～45%）

35%、45%、55% 
（高炉スラグ微粉末使用率 60～70%）

高炉スラグ微粉末種類 記号：a、b、c 
三酸化硫黄量 約 2%、4% 
混和剤種類 記号：イ、ロ、ハ

その他 水中コンクリート用調合
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1. はじめに 

建設業界においては、エネルギーの消費量や二

酸化炭素の排出量が大きく、建築分野に限定して

も住宅や業務ビルの建設では国内全体の約 10%

の二酸化炭素を排出するとも試算される。また、

セメント産業では同様に約 4%の二酸化炭素の排

出量を占めており、構造材料としてもっとも使用

量が多いコンクリート分野においては、二酸化炭

素排出量の削減といった課題は重要となる。 

 経済産業省では、非エネルギー起源の二酸化炭

素の削減のため、混合セメントの利用拡大の方策

1)を示し、2013 年度の利用率 22.1%から 2030 年

度には 25.7%とすることを目標としている。建築

分野での混合セメントの利用率拡大については、

杭や地下および地上構造物など幅広い部位・部材

に適用することが理想となる。混合セメントのひ

とつである高炉セメントは、JIS R 5211「高炉セ

メント」でセメント中の高炉スラグの分量に応じ

て A～C 種に分類されている。高炉セメントでは、

構成材料における二酸化炭素の排出量の原単位

2)がポルトランドセメントの 766.6kg-CO2/t に対

し て 混 合 さ れ る 高 炉 ス ラ グ 微 粉 末 が

26.5kg-CO2/t であることから、高炉スラグの分

量が多くなるほど、二酸化炭素排出の削減量も大

きくなる。 

 また、日本建築学会の建築工事標準仕様書

JASS 5 では、それぞれの高炉セメントの特性が

示されており、A 種は普通ポルトラドセメントと

同様な性質を持つことから上部構造物への適用

も見込め、また、B 種や C 種では杭や地下構造

物が主となるが、その利点を生かした適用方法が

あると考えられる。 

 しかし、現状において製造される高炉セメント

は B 種がほとんどであり、A 種および C 種の市

場への一般の流通はない。また、高炉セメント B

種においても、JIS R 5211 での高炉スラグの分

表 1 本研究の範囲 

要 因 水 準 

BF 使用率 10%～70%（A 種クラス～C 種クラス） 

BF の品質 高炉スラグ微粉末 4000（JIS A 6206） 

設計基準強度 18～36N/mm2（普通コンクリート） 

コンクリート 

性状 

・フレッシュコンクリート： 

経時変化、ブリーディング、 

凝結時間、温度上昇量 

・強度：圧縮強度、静弾性係数 

・耐久性：長さ変化、中性化、凍結融解 
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量は 30%を超え 60%以下なのに対し、市場の製

品は 40～45%に限定されており、前述のような

適材適所への使い分けは難しい。 

一方で、近年ではゼネコンが主導となり、主に

高炉スラグ微粉末を高炉セメント C 種や、それ

以上の分量で高含有した環境配慮型コンクリー

トの開発・実用も多く見られる。これらのコンク

リートはいずれも、高炉スラグ微粉末などの混和

材料をポルトランドセメントの代替として使用

するという概念は同じものの、混和材料の種類や

量などの仕様が異なるため、生コン工場において

は各ゼネコンに応じた材料の手配や調合設計、サ

イロや貯蔵ビンの確保といった煩雑な管理が負

担となる面もある。このような背景の中、各種の

高炉セメントの使い分けでなく、高炉スラグ微粉

末を混和材料として用いた環境配慮型コンクリ

ートは、使用率に応じて各部位に求められる性能

を満たし、かつ、生コン工場におけるサイロや流

通といった材料管理の負担も軽減することがで

きると考えられる。そこで、本研究では、高炉ス

ラグ微粉末を幅広い使用率で混和材料として用

いたコンクリートについて、その各種性状を把握

し、建築物への汎用的な適用について検討を行う

ことを目的として実施した。 

 なお、本研究は、ゼネコン 13 社で組織された

共同研究「環境配慮型コンクリートの諸性状およ

び評価方法に関する研究会」で実施したものであ

る。 

2. 室内実験の概要 

2.1. 実内実験の組合せ 

 室内実験は、表 2 に示す要因と水準とし、表 3

に示す組合せで全 40 調合を実施した。セメント

に対して混和材として混合する高炉スラグ微粉

表 3 室内実験の組合せ 

No. 
種 

類 

BF 

使用率 

（%） 

W/B 

（%） 

BF 

種類 

SO3 

量* 

（%） 

混和剤 

種類 

1 

N 0 

65 － － イ 

2 

55 

－ － イ 

3 － － ロ 

4 － － ハ 

5 45 － － イ 

6 

A 

種 

ク 

ラ 

ス 

10 

65 a 2 イ 

7 55 a 2 イ 

8 45 a 2 イ 

9 

20 

65 a 2 イ 

10 

55 

a 2 イ 

11 a 2 ロ 

12 a 2 ハ 

13 b 2 イ 

14 c 2 イ 

15 45 a 2 イ 

16 

30 

65 a 2 イ 

17 55 a 2 イ 

18 45 a 2 イ 

19 

B 

種 

ク 

ラ 

ス 

45 

65 a 2 イ 

20 55 a 2 イ 

21 45 a 2 イ 

22 

60 

55 a 2 イ 

23 

45 

a 2 イ 

24 a 4 イ 

25 a 2 ロ 

26 a 2 ハ 

27 b 2 イ 

28 c 2 イ 

29 35 a 2 イ 

30 

C 

種 

ク 

ラ 

ス 

70 

55 a 2 イ 

31 

45 

a 2 イ 

32 a 4 イ 

33 a 2 ロ 

34 a 2 ハ 

35 b 2 イ 

36 c 2 イ 

37 35 a 2 イ 

38 
70 

（W） 

55 a 2 イ 

39 45 a 2 イ 

40 35 a 2 イ 

＊SO3量 2%は、各 BF に含まれる SO3量とする。 

表 2 室内実験の要因と水準 

要 因 水 準 

BF 使用率 

0% （プレーン：記号 N） 

10%、20%、30% （A 種クラス） 

45%、60% （B 種クラス） 

70% （C 種クラス） 

水結合材比 
45%、55%、65%（BF 使用率  0～45%） 

35%、45%、55%（BF 使用率 60～70%） 

BF 種類 記号：a、b、c 

三酸化硫黄量 約 2%、4%（記号：S） 

混和剤種類 記号：イ、ロ、ハ 

その他 水中コンクリート用調合（記号：W） 
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末（以下、BF とする）は使用率 10～70%とし、

それぞれの BF 使用率により、W/B を 3 水準とし

た。 

なお、本研究では BF 使用率に応じて、例えば

BF 使用率 10%を超え 30%以下を「A 種クラス」

と表記することとした。これは、各 BF 使用率に

おいて JIS A 5211 で高炉セメントの種類および

高炉スラグの分量の関係と対応することを示す

ものである。また、日本建築学会「高炉セメント

または高炉スラグ微粉末を用いた鉄筋コンクリ

ート造建築物の設計・施工指針（案）・同解説 3)」

では、BF 使用率により、例えば BF 使用率 20%

以上 30%以下を「高炉セメント A 種相当」と定

義しているが、本研究における BF 使用率と呼び

名の関係はこれとは一致しない。 

2.2. 使用材料 

本実験における使用材料を表 4 に示す。混和剤

は製造者の異なる 3 種類（イ、ロ、ハ）を使用し、

製造者の試験室において練混ぜを行った。セメン

トは同一ロットの普通ポルトランドセメントを

使用した。高炉スラグ微粉末 4000 は a、b、c の

3 種類とし、いずれも、せっこう添加タイプを使

用した。BF の品質を表 5 に示す。各種 BF の品

質は、JIS A 6206（コンクリート用高炉スラグ微

粉末）による規格値を満たし、比表面積約

4300cm2/g、三酸化硫黄約 2%、塩基度約 1.8 の

ものを使用した。無水せっこうは、三酸化硫黄量

4%とした調合に使用した。骨材は各種試験結果

への影響を小さくするため、製造者の試験室で使

用している JIS A 6204（コンクリート用化学混

和剤）のコンクリート試験用骨材を使用した。練

混ぜ水には上水道水を使用した。 

混和剤は一般に入手可能で、BF 使用率に応じ

て対応可能なものを選定した。W/B=35%、45%

については高性能 AE 減水剤を使用し、

W/B=55%、65%については AE 減水剤を使用し

た。BF 使用率 70%の水中コンクリート用調合に

対しては、W/B に関わらず、AE 減水剤を使用し

た。 

2.3. 練混ぜ方法 

練混ぜは、JIS A 1138（試験室におけるコンク

リートの作り方）に準拠した。練混ぜには強制二

軸練りミキサを使用した。材料の投入順序および  

表 5 高炉スラグ微粉末 4000 の品質 

品 質 

JIS A 6206

による規

格値 

種類 

a b c 

密度      g/cm3 2.80 以上 2.89 2.86 2.89 

比表面積    cm2/g 
3500 以上 

5000 未満 
4370 4290 4390 

活性度 

指数 % 

材齢 7 日 55 以上 73 70 79 

材齢 28 日 75 以上 95 91 104 

材齢 91 日 95 以上 105 102 118 

フロー値比     % 95 以上 99 96 98 

酸化マグネシウム  % 10.0 以下 5.75 6.65 6.11 

三酸化硫黄     % 4.0 以下 2.06 2.07 1.92 

強熱減量      % 3.0 以下 0.32 1.24 0.63 

塩化物イオン    % 0.02 以下 0.003 0.003 0.005 

高炉水砕スラグの塩基度 1.60 以上 1.89 1.80 1.80 

表 4 使用材料 

種類 記号 
品質 

混和剤種類：イ 混和剤種類：ロ 混和剤種類：ハ 

セメント C 普通ポルトランドセメント 密度 3.16g/cm3，比表面積 3280cm2/g，SO3量 2.10% 

高炉スラグ微粉末 4000 BF a，b，c a a 

無水せっこう CS 
粉末度 3620cm2/g 

CaO:40.3%，SO3:57.1% 
－ － 

細骨材 S 

掛川産山砂 

表乾密度 2.58 g/cm3， 

粗粒率 2.77 

大井川産陸砂 

表乾密度 2.58 g/cm3， 

粗粒率 2.71 

大井川産陸砂 

表乾密度 2.58 g/cm3， 

粗粒率 2.69 

粗骨材 G 

青梅産硬質砂岩砕石 

表乾密度 2.65g/cm3， 

実積率 58.2% 

青梅産硬質砂岩砕石 

表乾密度 2.65g/cm3， 

実積率 62.0% 

青梅産硬質砂岩砕石 

表乾密度 2.66g/cm3， 

実積率 62.0% 
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表 6 コンクリートの調合とフレッシュコンクリート 

W C BF S G 種類 区分
使用量

（B×wt%）

- 0 55 0.60 48.0 180 327 0 831 925 イ Ad 0.80 20.0 325 4.5 22

- 0 55 0.60 45.9 170 309 0 813 986 ロ Ad 1.00 19.5 300 4.3 20

- 0 55 0.60 44.6 180 327 0 773 990 ハ Ad 0.50 20.0 330 4.6 18

a 20 65 0.60 49.1 180 222 55 868 925 イ Ad 1.00 20.0 305 4.5 21

a 20 55 0.60 47.8 180 262 65 826 925 イ Ad 0.70 19.5 315 4.7 21

a 20 55 0.60 45.7 170 247 62 808 986 ロ Ad 0.95 20.0 340 4.7 20

a 20 55 0.60 44.4 180 262 65 768 990 ハ Ad 0.40 19.5 355 5.2 18

a 20 45 0.58 48.4 175 311 78 818 895 イ SP 0.85 22.5 395 4.5 21

a 45 55 0.60 48.3 175 175 143 841 925 イ Ad 0.90 19.5 305 4.8 21

a 60 55 0.60 48.2 175 127 191 837 925 イ Ad 0.90 20.0 325 4.4 21

a 60 45 0.58 48.8 170 151 227 829 895 イ SP 0.85 21.5 360 4.2 21

a 60 45 0.58 46.8 160 142 213 817 953 ロ SP 0.85 21.5 385 4.2 20

a 60 45 0.58 45.4 170 151 227 772 957 ハ SP 0.85 23.0 410 4.7 19

a 60 35 0.58 44.9 175 200 300 710 895 イ SP 0.85 23.0 385 4.9 21

a 70 55 0.60 48.1 175 95 223 835 925 イ Ad 0.90 19.0 295 4.2 21

a 70 45 0.58 48.7 170 113 264 826 895 イ SP 0.85 21.0 360 5.5 21

a 70 45 0.58 46.7 160 107 249 814 953 ロ SP 0.80 22.0 385 4.4 19

a 70 45 0.58 45.3 170 113 264 769 957 ハ SP 0.90 22.5 410 5.1 18

b 70 45 0.58 48.6 170 113 264 823 895 イ SP 0.93 21.0 335 5.0 22

c 70 45 0.58 48.7 170 113 264 826 895 イ SP 0.90 21.5 355 4.6 22

a* 70 45 0.60 43.9 190 127 296 705 925 イ Ad 0.45 20.0 335 5.3 21

単位量（kg/m3） 化学混和剤
SL

（cm）

SLF

（mm）

Air

（%）

CT

（℃）

BF

種類

BF

使用率
（%）

W/B

（%）

Gかさ

容積
（m3/m3）

s/a

(%)

練混ぜ時間は、粗骨材全量、細骨材半量、セメン

ト全量、高炉スラグ微粉末全量、細骨材半量の順

にミキサへ投入し 10 秒間の空練りの後に、水と

混和剤をミキサに投入し 90 秒間練り混ぜた。な

お、BF 使用率 60%、70%に使用した高性能 AE

減水剤イについては、練混ぜ時間を 30 秒間延長

し 5 分間静置した後に排出した。 

3. 実験結果 

3.1. フレッシュコンクリート試験 

3.1.1. 試験方法 

スランプ試験は JIS A 1101（コンクリートの

スランプ試験）に準拠した。空気量試験は JIS A 

1128（フレッシュコンクリートの空気量の圧力

による試験方法）に準拠した。 

目標性能は、原則、AE 減水剤（以下、Ad と

する）を用いたものでスランプ 18±2.5cm、高性

能 AE 減水剤（以下、SP とする）を用いたもの

でスランプ 21±2.0cm とし、空気量は全ての調合

で 4.5±1.5%で管理した。 

調合条件は、いずれの BF 種類においても単位

粗骨材かさ容積は、混和剤 Ad 使用では

0.60m3/m3とし、SP 使用では 0.58m3/m3とした。

また、単位水量は化学混和剤の種類ごとに異なる

骨材を使用したため、目視やハンドリング状態が

目標スランプおよび使用した混和剤区分（Ad、

SP）ごとに概ね同等となるように設定した。水

中コンクリート調合では、混和剤に Ad を用いて

単位水量を 190kg/m3 に設定した。また、BF 使

用率 70%、W/B=45%における混和剤 3 種類およ

び BF 使用率、W/B が同様の水中コンクリート

の経時変化試験を行った。 

3.1.2. 試験結果 

フレッシュコンクリートの試験結果を表 6 に

示す。各コンクリートのスランプおよび空気量は、

全て目標値を満足する結果が得られた。 

スランプの経時変化を図 1 に空気量の経時変

化を図 2 に示す。水中コンクリートのスランプの

経時変化が大きかったが、混和剤に Ad を使用し

たためと考えられる。その他は、静置 60 分でほ

ぼロスが無く実際の運搬時間を考慮しても、実機

実験を行うにあたって問題ないと考えられた。 

3.2. 断熱温度上昇量試験 

3.2.1. 試験方法 

断熱温度上昇量試験は、BF 使用率 70%、

W/B=45%の BF3 種類において試験を行った。鋼 

  

図 1 スランプの経時変化 

 

図 2 空気量の経時変化 
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製の型枠（φ400×400mm、厚さ 0.6mm）を使

用し、測定間隔は測定時間 0～72 時間までは 2

時間とし、それ以降は温度上昇が認められなくな

るまで 6 時間とした。 

3.2.2. 試験結果 

(1) 最高温度 

断熱温度上昇量の最高温度は、BF 種類 a が

38.4℃、BF 種類 b が 36.1℃、BF 種類 c が 40.4℃

であり、BF 種類 c を用いたものが最も高かった。 

(2) 実測値と予測値の比較 

図 3 に BF3 種類の断熱温度上昇量の実測値と

日本建築学会「マスコンクリートの温度ひび割れ

制御設計・施工指針」の予測式[1]4)と日本コン

クリート工学会「マスコンクリートのひび割れ制

御指針 2016」の予測式[2]5)による高炉セメント

B 種、中庸熱ポルトランドセメント、低熱ポルト

ランドセメントの予測値との比較を示す。予測に

用いた単位セメント量は、結合材量（=C+BF）、

打込み温度は、フレッシュ試験時のコンクリート

温度とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

断熱温度上昇量の実測値と学会式、JCI 式によ

る予測値を比較すると、BF3 種類ともに、低熱

 

 

 

 

 

 

 

ポルトランドセメントによる予測値と実測値が

最も近い傾向を示した。ただし、JCI 式でも、材

齢 1 日～3.5 日程度の期間については、予測値の

方が実測値よりも小さくなる傾向がある。従って、

中庸熱ポルトランドセメントによる予測値を用

いれば、安全側の評価となる。また、学会式と

JCI 式による予測値を比較すると、JCI 式の方が

BF3 種類ともに、予測値と実測値が近い傾向を

示した。以上より、BF 使用率 70%の調合の断熱

温度上昇量は、JCI 式の中庸熱ポルトランドセメ

ントの係数を用いて予測することにより、マスコ

ンクリートの温度予測では安全側の評価になる

と考えられる。 

図 4 に BF3 種類の中から BF 種類 a の結果お

よび予測式による回帰結果を示す。断熱温度上昇

曲線の回帰は、日本建築学会「マスコンクリート

の温度ひび割れ制御設計・施工指針」の予測式

[3]4)、材齢初期の温度上昇の遅れを考慮した予

測式[4]6)、および河野らの研究による予測式

[5]7)の 3 つの式により行った。 

実測値と回帰式を比較すると、予測式[5]が最

も実測値と一致した。 
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図 3 断熱温度上昇量の実測値と日本建築学会式，JCI 式による予測値との比較          図 4 断熱温度上昇量試験結果、回帰結果 

 

ここに、Q(t) ：材齢 t 日までの断熱温度上昇量(℃) 

t ：材齢(日) 

K ：最終断熱温度上昇量(℃) 

α ：断熱温度上昇速度を表す係数 

𝑄(𝑡) = 𝐾(1 − 𝑒−𝛼𝑡)          …式[1] 

𝑄(𝑡) = 𝑄∞ [1 − 𝑒𝑥𝑝 {−𝑟𝐴𝑇(𝑡 − 𝑡0,𝑄)
𝑆𝐴𝑇

}]  …式[2] 

 ここで、Q(t) ：材齢 t 日までの断熱温度上昇量(℃) 

t ：材齢(日) 

Q∞ ：最終断熱温度上昇量(℃) 

rAT,SAT ：断熱温度上昇速度に関する係数 

t0,Q ：発熱開始材齢(日) 

ここで、 

Q(t) ：材齢 t 日までの断熱温度上昇量(℃) 

t ：材齢(日) 

K ：最終断熱温度上昇量(℃) 

α、δ ：断熱温度上昇速度を表す係数 

t0 ：材齢初期の温度上昇の遅れを表す係数(=0.4) 

a ：発熱加速期の温度上昇速度に関する係数 

b ：発熱開始から発熱加速期に至るまでの時間に 

 関する係数 

𝑄(𝑡) = 𝐾(1 − 𝑒−𝛼𝑡)       …式[3] 

𝑄(𝑡) = 𝐾 (1 − 𝑒−𝛼(𝑡−𝑡0)𝛿
)      …式[4] 

𝑄(𝑡) =
1

1+𝑎∙𝑒−𝑏𝑡 𝐾(1 − 𝑒−𝛼𝑡)      …式[5] 
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3.3. ブリーディング試験 

3.3.1. 試験方法 

ブリーディング試験は、JCI-S-015（小型容器

によるコンクリートのブリーディング試験方法）

（以下、JCI 法）に基づいて行った。容器には内

法寸法がφ150×300mm のぶりき製の型枠を使

用し、測定間隔は 30 分とした。試験回数は 2 回

とし、試験結果にはその平均値を示した。比較検

討として、JIS A 1123（コンクリートのブリーデ

ィング試験方法）（以下、JIS 法）に基づいた試

験も行った。JIS 法での試験回数は 1 回とした。 

3.3.2. 試験結果 

(1) 試験法の比較 

 図 5 に JCI 法および JIS 法によるブリーディ

ング量の経時変化を示す。二つの試験法の結果は 

同程度であることを確認した。以下の試験結果は

全て JCI 法によるものである。 

(2) W/B の影響 

 図 6 に W/B 毎のブリーディング量およびブリ

ーディング終了時間の試験結果を示す。W/B の

低減に伴って、ブリーディング量は減少する傾向

を示した。一方、ブリーディング終了時間は遅延

する傾向となったが、これは混和剤使用量の増加

に因るものと考えられる。 

 同一 W/B では、BF 使用率の増加に伴ってブ

リーディング量は減少し、終了時間は短くなる傾

向を示した。既往の研究では、①BF 使用率の増

加（単位セメント量の減少）により初期の反応が

遅延するためブリーディング量は増加する 8)、も

しくは②BF 使用による比表面積の増大に伴って

水との接触面積が増大し、BF 粒子周囲に拘束さ

れる水量が増加するため、ブリーディング量は減

少する 9)、との知見がある。本実験における BF

使用率とブリーディング量の関係は、後者と同様

の傾向を示した。なお、本実験で調査した調合の

ブリーディング量は 0.03～0.25cm3/cm2 であり、

日本建築学会「建築工事標準仕様書・同解説

JASS 5 鉄筋コンクリート工事」に示される

0.3cm3/cm2以下 10)を満足した。 

(3) BF 種類の影響 

図 7にBF種類毎のブリーディング量およびブ

リーディング終了時間の試験結果を示す。BF 種

類による影響は小さいことから、BF 種類の選定

の際にブリーディングに特別な配慮をする必要

はないと考えられる。 

(4) SO3量および単位水量の影響 

図 8 にブリーディング量における SO3 量の比

較を示す。SO3量 2%の調合に対する SO3量 4%

の調合のブリーディング量の増加量は、最大でも

0.01cm3/cm2程度と小さかった。 

図 9 にブリーディング量における単位水量の

比較を示す。単位水量 190kg/m3の調合における

ブリーディング量の増加量は、最大でも

0 . 00

0 . 05

0 . 10

0 . 15

0 . 20

0 . 25

0 . 30

0 1 2 3 4 5 6 7

ブ
リ

ー
デ

ィ
ン

グ
量(c

m
3
/
c
m

2
)

経過時間(h)

BF種 類a

混 和 剤 種 類 イ

BF使 用 率0%，W / B=5 5%（JC I法 ）
BF使 用 率0%，W / B=5 5%（J I S法）
BF使 用 率70%，W / B= 45%（JC I法 ）
BF使用率70%，W /B= 45%（J I S法）

図 5 試験法毎のブリーディング量 
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0.015cm3/cm2 程度と小さく、過剰な増加は見ら

れなかった。 

3.4. 凝結時間試験 

3.4.1. 試験方法 

凝結時間試験は、JIS A 1147（コンクリートの

凝結時間試験方法）に準拠して行った。 

3.4.2. 試験結果 

(1) BF 使用率の影響 

図 10 に BF 使用率と凝結時間の関係を示す。

BF 使用率の増加に伴って凝結時間は遅延する傾

向を示し、終結時間では BF 使用率 60～70%で 3

時間程度の遅延を示した。 

(2) SO3量の影響 

図 11 に SO3量と凝結時間の関係を示す。ブリ

ーディング量と同様に、SO3量による大きな影響

は見られなかった。 

(3) 単位セメント量および混和剤使用量の影響 

図 12 に単位セメント量と凝結時間の関係を、

図 13 に混和剤使用量と凝結時間の関係を示す。

ばらつきは大きいものの、BF 使用率の増加に伴

う単位セメント量の減少、および混和剤使用量の

増加により、特に終結時間が遅延する傾向を示し

た。これは、単位セメント量の減少、および混和

剤使用量の増加により、初期の反応が遅延したた

めと考えられる。 

(4) ブリーディング量と凝結時間の関係 

 図 14 にブリーディング量と凝結時間の関係を

示す。凝結時間は、BF 使用率の増加に伴う単位

セメント量の減少、および混和剤使用量の増加に

より、遅延する傾向を示した。一方、BF 使用率

の増加に伴う比表面積の増大と考えられる影響

により、ブリーディング量は減少する傾向を示し

た。このように、BF を使用した場合のブリーデ

ィング量および凝結時間においては、結合材の比

表面積や調合条件等の影響を受け、それらが複合

的に影響を及ぼすものと考えられる。 

3.5. 圧縮強度試験 

3.5.1. 試験方法 

圧縮強度試験は JIS A 1108（コンクリートの

圧縮強度試験方法）に準拠した。供試体の寸法は

φ100×200mm とし、標準養生を行い、材齢 7、

28、63、91 日において試験を実施した。 

3.5.2. 試験結果 

(1) 圧縮強度と BF 使用率の関係 

図 15 に圧縮強度と BF 使用率の関係を示す。

圧縮強度は、いずれの BF 使用率においても材齢

の経過に伴い増加した。材齢 7 日においては、

BF 使用率の増加に伴い圧縮強度は連続的に低下

したが、BF 使用率 70%の圧縮強度は BF 使用率

60%よりも大きくなる結果となった。材齢 28 日

以降においては、BF 使用率 0～30%まで同程度

の圧縮強度を有しているが、BF 使用率 45～70%

では BF 使用率の増加に伴い緩やかに低下した。

また、どの水結合材比においても、BF を使用し

たコンクリートは概ね初期強度が N（BF 使用率

0%）よりも小さいが、潜在水硬性の影響により

材齢が長くなるほど強度増進され、N との強度差

が概ね小さくなることを確認した。W/B=65%で

は、いずれの材齢においても BF 使用率の増加に  
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図 15 圧縮強度と BF 使用率の関係 
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よる圧縮強度の低下は小さく、長期材齢になるほ

ど圧縮強度が N よりも大きくなる BF 使用率の

範囲が広がる結果となった。 

 

(2) 既往の文献との比較 

図 16 に材齢 28 日の N の圧縮強度を基準とし

た圧縮強度比と BF 使用率の関係における、本研

究と既往文献 9),11),12)との比較を示す。なお、既往

文献の数値はグラフから読み取っている。

W/B=60%以上においては、BF 使用率の増加に

よる圧縮強度比の増減にばらつきがみられるが、

W/B=55%以下においては、本研究も既往文献も

BF 使用率が増加すると圧縮強度比が低下する傾

向が類似していることを確認した。 

(3) 化学混和剤種類、BF 種類の影響 

図 17 に材齢 28 日の圧縮強度を基準とした圧

縮強度比におよぼす化学混和剤種類の影響を、図

18に材齢28日の圧縮強度を基準とした圧縮強度

比におよぼす BF 種類の影響を示す。化学混和剤

の種類の違いよる強度発現への大きな影響は認

められず、いずれの化学混和剤においても同程度

の圧縮強度比であった。また、BF 種類の違いに

よる強度発現への大きな影響も認められず、いず

れの BF 種類においても同程度の圧縮強度比で

あった。 

(4) SO3量の影響 

図 19 に材齢 28 日の圧縮強度を基準とした圧

縮強度比におよぼす SO3 量の影響を示す。SO3

の添加によって材齢 7 日の初期強度は大きくな  
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るが、長期材齢になるほど強度増進が低下するこ

とを確認した。 

3.6. 静弾性係数試験 

3.6.1. 試験方法 

静弾性係数試験は、JIS A 1149（コンクリート

の静弾性係数試験方法）に準拠し、材齢 28、91

日の圧縮強度試験時に行った。 

3.6.2. 試験結果 

(1) 静弾性係数と圧縮強度の関係 

 図 20 に静弾性係数と圧縮強度の関係を示す。

なお、図中には New RC 式 13)による推定値（k1 

=1.0、k2 =0.95、1.0、1.1、γ =2.31）（式[6]）を

示している。New RC 式では、高炉スラグ微粉末

を用いる場合、混和剤の種類により定まる修正係

数 k2=0.95 を用いる。 

 

 

 

 

 

静弾性係数は、圧縮強度が増加するに伴い

New RC 式による推定値に沿って増加する傾向

であった。表 7 に本試験結果の圧縮強度と静弾性

係数を推定式（式[6]）に代入し算出した k2、算

出した N の k2 を基準とした各 BF 使用率におけ

る k2を示す。BF 使用率にかかわらず、混和剤の

種類により定まる修正係数 k2 は 0.97～1.02 であ

った。これより、いずれも BF を使用しない N

と同程度の静弾性係数を有しており、BF を使用

することによる静弾性係数への大きな影響は見

られなかったと考える。 

 

 

 

 

 

 

 

3.7. 促進中性化試験 

3.7.1. 試験方法 

促進中性化試験は、JIS A 1153(コンクリート

の促進中性化試験方法)に基づいて行った。供試

体の個数は各調合 2 個とした。中性化深さの測定

は、促進試験開始前と促進期間が 1、4、8、13、

26 週になった時に実施した。促進試験開始前に

測定した中性化深さを初期値として、各測定材齢

の中性化深さは、実際の測定値より初期値

(0.0mm～2.3mm)を減じた修正値を採用した。

中性化速度係数(mm/√週)は、全測定材齢の中性

化深さ(mm)と促進期間の平方根(√週)の関係

より、原点を通る 1 次直線で回帰した時の傾きと

して算出した。 

3.7.2. 試験結果 

(1) 中性化深さと促進期間の関係 

図 21 に中性化深さと促進期間の関係の一例と

して、BF 使用率 0%、45%、70%の結果を示す。

全体的な傾向として、中性化深さと促進期間には

直線的な関係が認められ、BF 使用率が異なって

も√t 則が成り立つことが確認された。 

(2) BF 使用率と中性化速度係数の関係 

図 22 に中性化速度係数と BF 使用率の関係を

示す。水結合材比ごとに見てみると、いずれの水

結合材比でも BF 使用率の増加に伴い、中性化速

度係数は大きくなる傾向が認められる。従って、

水結合材比および BF 使用率から中性化深さを

評価できると考えられる。 

(3) 圧縮強度と中性化速度係数の関係 

図 23 に中性化速度係数と材齢 28 日標準養生

圧縮強度の逆数の関係を示す。全体的な傾向とし

て、圧縮強度の逆数が大きくなるに伴い、中性化 

BF 使用率
（％） 

k2 

計算値 N を基準 

0 1.11 1.00 

10 1.11 1.00 

20 1.09 0.98 

30 1.11 1.00 

45 1.12 1.01 

60 1.08 0.97 

70 1.14 1.02 

 

 

E = 33.5 × 𝑘1 × 𝑘2 × (
𝛾

2.4
)

2

× (
𝜎𝐵

60
)

1

3
        …式[6] 

 
ここに、E ：静弾性係数（kN/mm2） 

k1 ：粗骨材の種類により定まる修正係数 

k2 ：混和材の種類により定まる修正係数 

γ ：コンクリートの単位容積質量（t/m3） 

σB ：コンクリートの圧縮強度（N/mm2） 
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図 20 圧縮強度と静弾性係数の関係 

k2=1.1 
k2=1.0 
k2=0.95 

（フライアッシュ） 
（混和剤を使用しない） 
（高炉スラグ微粉末、シリカフューム） 

表 7 静弾性係数の推定式における k2 の値 
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速度係数は大きくなる傾向が認められる。しかし、

異なる BF 使用率を比較すると、同一強度であっ

ても中性化速度係数は A 種、B 種、C 種クラス

によって若干異なる傾向を示していることから、

中性化深さは、強度のみでなく BF 使用率も考慮

して評価する必要があると考えられる。 

(4) 既往の研究との比較 

図 24 に中性化速度係数と材齢 28 日圧縮強度

の逆数の関係に関する既往の研究 11),14)～17)との

比較を示す。なお、文献データは、文献中のグラ

フより読み取った値である。全体的な傾向として、

本研究結果の中性化速度係数と圧縮強度の逆数

の関係は、他の検討と同様な傾向を示しているこ

とから、本研究の中性化速度係数は、一般的な値

であると判断できる。 

(5) BF 種類の違いによる影響 

図 25 に BF 種類による中性化速度係数の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

を示す。中性化速度係数は、BF 種類により若干

の違いが認められる。スラグの活性度指数(表 5

参照)が大きい種類ほど、中性化速度係数は小さ

くなっており、スラグの活性度指数が中性化に影

響を及ぼしていることが伺える。 

(6) SO3量の違いによる影響 

図 26にSO3量 2%および 4%の中性化速度係数

の比較を示す。両者の差は、僅かであることから、

SO3量が中性化速度係数に与える影響は小さい。 

(7) Ca(OH)2量に応じた中性化比率による評価 

図 27 に BF 使用率 0%の Ca(OH)2量に対する

各 BF 使用率の Ca(OH)2 量の比率として算出し

た中性化比率 CH と水結合材比の積と中性化速

度係数の関係を示す。なお、中性化比率 CH は式

[7]により算出した。 
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図 27 中性化速度係数と中性化比率と 

水結合材比の積の関係 

図 22 中性化速度係数と 

BF 使用率の関係 
図 21 中性化深さと促進期間の関係 

中性化比率𝐶𝐻 = √100/(100 − BF 使用率) …式[7] 
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全体的な傾向として、中性化比率と水結合材比

の積が大きくなるに伴い、中性化速度係数は大き

くなる傾向が認められる。また、C 種クラスを除

けば、両者の傾向はほぼ等しい。従って、高炉ス

ラグ微粉末を使用したコンクリートの中性化速

度係数は、C 種クラスを除けば、BF 使用率に応

じた Ca(OH)2 量の中性化比率を考慮すれば同様

に評価することができると考えられる。 

3.8. 長さ変化試験 

3.8.1. 試験方法 

長さ変化測定用の供試体寸法は 100×100×

400mm とした。脱型後、材齢 7 日まで標準養生

を行い、標準養生終了時点を基長として、その後、

温度 20℃、湿度 60%の環境に保存した。測定は、

乾燥期間 1、4、8、13、26、41 週時に実施した。

長さ測定は、供試体両端中央部間の長さをレーザ

変位計により測定する非接触方式とした。 

3.8.2. 試験結果 

(1) 乾燥期間と乾燥収縮率の関係 

乾燥期間と乾燥収縮率の関係を図 28 に示す。

長さ変化試験では、長期材齢においても乾燥収縮

が進行すると考えられる傾向にあったため、乾燥

期間 41 週まで試験を実施した。使用材料につい

ては、BF 種類：a、混和剤種類：イは統一とし

ている。すべての供試体において、乾燥期間 26

週の乾燥収縮率が、建築工事標準仕様書・同解説

JASS 5 鉄筋コンクリート工事 18)（以下、JASS 5）

にて規定されている設計値 8×10-4を下回ってい

ることが確認できる。BF 使用率ごとに比較する

と、乾燥期間 4～13 週においては、BF 使用率の

高い B、C 種クラスで乾燥収縮率が 50～100×

10-6程度低減されている。乾燥期間 26 週以降で

は、W/B=35%を除いて、BF を使用したコンク

リートでも同様の乾燥収縮率に収束することが

確認できる。乾燥期間 1 週時では W/B が小さい

ほど乾燥収縮率が大きくなっているが、その後は

ほぼ収束していく傾向を示した。 

(2) 早期判定の検討 

乾燥期間 26 週に対する各乾燥期間での乾燥収

縮率を図 29 に、早期判定式の係数の比較を表 8

に示す。早期判定には、JASS 5 に示されている

以下の早期判定式を用いて算出した。 

     𝜀𝑠ℎ
𝑒𝑠𝑡 = 𝛼𝑖 × 𝜀𝑠ℎ

𝑖           …式[8] 

 

  

 

  

ここに、𝜀𝑠ℎ
𝑒𝑠𝑡 ：乾燥期間 26 週における乾燥収縮率の推定値 

𝜀𝑠ℎ
𝑖  ：乾燥期間 i 週における乾燥収縮率 

 （i は 4、8、13 のいずれか） 

𝛼𝑖 ：𝜀𝑠ℎ
𝑖  から 𝜀𝑠ℎ

𝑒𝑠𝑡 を推定するための係数 

表 8 早期判定式の係数の比較 

図 28 乾燥期間と乾燥収縮率の関係 
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乾燥収縮率比 

26 週 

/4 週 

26 週 

/8 週 

26 週 

/13 週 

試験結果 

0 1.52 1.19 1.09 

20 1.50 1.20 1.07 

60 1.53 1.39 1.20 

70 1.69 1.32 1.20 

JASS 

5 

平均値 1.76 1.31 1.13 

αi 2.11 1.49 1.21 
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図 30 相対動弾性係数 図 31 質量減少率 
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図 29 には、JASS 5 に記載されている早期判

定式の平均値と 4%不良率を許容した係数𝛼𝑖を用

いた式を結果とともに示している。表 8 の試験結

果から算定した係数は、試験結果の母数が少ない

ため平均値を採用している。図より、乾燥期間 4

週と 26 週では BF 使用率によってばらつきがあ

るものの、13 週と 26 週では JASS 5 の平均値に

収束していることがわかる。試験結果より算定し

た早期判定式の係数を比較すると、すべての結果

において JASS 5 に示されている𝛼𝑖よりも小さく

なることを示した。また、BF 使用率が高くなる

ほど係数が大きくなる傾向を示した。これは、乾

燥材齢 4～13 週における乾燥収縮率の低減が影

響していると考えられる。早期判定式を用いる場

合は、BF 使用率による係数の補正が必要である。 

3.9. 凍結融解試験 

3.9.1. 試験方法 

凍結融解試験は JIS A 1148（コンクリートの

凍結融解試験方法）に準拠した。脱型後、材齢

28 日まで標準養生を行い、その後、水中凍結融

解試験（A 法）を 300 サイクルまで実施した。 

3.9.2. 試験結果 

(1)相対動弾性係数と質量減少率 

凍結融解試験による相対動弾性係数を図 30 に、

質量減少率を図 31 に示す。コンクリートの空気

量は 4.5±1.5%で管理しており、最も小さな空気

量でも 4.2%であった。BF 使用率 0%では、

W/B=65%において 150 サイクル以降に大きく相

対動弾性係数が小さくなっている。BF 使用率 20、

60%では、大きく変動することはなく同様の傾向

を示している。しかし、BF 使用率 70%では相

対動弾性係数 60%を下回る結果となった。JASS 

5で規定されている300サイクルにおける相対動

弾性係数 85%以上という基準に対しては、BF 使

用率 70%を除くと、W/B が 35～45%と低いもの

すべてが満たしている結果となった。質量減少率

を見てみると、BF を使用したコンクリートでは、

相対動弾性係数の増減に対する相関性が見られ

なかった。 
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(2) SO3量の影響 

SO3量による相対動弾性係数の比較を図 32 に

示す。SO3 量 2%の供試体よりも、SO3 量 4%の

供試体の方が低い相対動弾性係数を示し、既往の

研究 19)と同様の傾向を示した。 

(3) BF 使用率と耐久性指数の関係 

BF 使用率と耐久性指数の関係を図 33 に、圧

縮強度と耐久性指数の関係を図 34 に示す。BF

使用率で比較すると、BF 使用率が高くなるほど

耐久性指数が徐々に低下し、BF 使用率 70%で急

激に低下することが確認できる。また、W/B が

小さいほど耐久性指数は高くなっている。材齢

28 日における圧縮強度と耐久性指数を比較する

と、圧縮強度が高いほど耐久性指数も高くなって

おり、両者の相関性が確認出来る。BF使用率60%

以下では、圧縮強度が 40N/mm2以上で耐久性指

数が 80 以上を確保できている。BF 使用率 70%

では、圧縮強度が高い場合でも耐久性指数が低く

なっており、BF 使用率が高い場合は注意が必要

である。 

4. 低温環境下における検討 

高炉スラグ微粉末を使用したコンクリートは、

低温環境下で凝結遅延が生じることや初期強度

発現の停滞が生じることが指摘されている 20)。

以下に、環境温度(5℃、10℃、20℃)が凝結性状

に及ぼす影響について検討した結果について報

告する。 

4.1. 実験概要 

実験の要因と水準を表 9 に示す。環境温度は、

5℃、10℃および 20℃の 3 水準とした。BF 使用

率は 0%、20%、60%および 70%の 4 水準とし、

SO3量は 2%および 4%の 2 水準（BF 使用率 70%

のみ実施）とした。 

4.2. 使用材料 

表 10 に使用材料を示す。環境温度 20℃の使用

材料は「2. 室内実験の概要」に示したものと同

一であり、環境温度 5℃および 10℃の実験で使

用した材料は異なるロットのものを使用した。表

10 に示すように、材料の物性値に大きな違いが

ないことから、物性値の差がコンクリートに及ぼ

す影響は小さいと判断し、以後の考察では考慮し

ていない。 

4.3. 試験方法 

試験はスランプ（JIS A 1101）、空気量（JIS A 

1128）、コンクリート温度（JIS A 1156）および

凝結時間（JIS A 1147）を実施した。また、凝結

時間の遅延によりブリーディング量が増加し、沈 

  

表 10 使用材料 

材料名 項目 

物性値等 

環境温度 

5℃,10℃ 20℃ 

セメント 

普通 

ポルトランド 

セメント 

密度    ( g/cm3) 3.16 3.16 

比表面積( cm2/g) 3270 3280 

SO3量      (%) 2.06 2.10 

混和材 

高炉スラグ 

微粉末（a） 

密度    ( g/cm3) 2.89 2.89 

比表面積( cm2/g) 4460 4370 

SO3量      (%) 2.01 2.06 

無水せっこう SO3量      (%) 57.3 57.1 

細骨材 静岡県掛川産山砂 
表乾密度( g/cm3) 2.57 2.58 

粗粒率 2.61 2.77 

粗骨材 
東京都青梅産 

硬質砂岩砕石 

表乾密度( g/cm3) 2.64 2.65 

実積率      (%) 58.0 58.2 

混和剤 高性能 AE 減水剤 種類イ 

 

表 9 要因と水準 

要因 水準 

環境温度 5℃、10℃、20℃ 

BF 使用率 0%、20%、60%、70% 

SO3量 約 2%、4% 

BF 

使用率 

(%) 

SO3量 

(%) 

環境 

温度 

(℃) 

単位 

粗骨材 

かさ容積

(m3/m3) 

単位量 

(kg/m3) 

高性能 

AE 減水剤 SL 

(cm) 

Air 

(%) 

C.T. 

(℃) 
W C BF 

使用量 

(B×wt%) 

0 
2.06 5・10 0.58 

175 389 0 
0.90 22.5 4.6 7 

2.10 20 0.58 0.80 22.5 4.3 22 

20 
2.05 5・10 0.58 

175 311 78 
0.85 22.0 4.7 8 

2.09 20 0.58 0.73 22.5 4.5 21 

60 
2.03 5・10 0.58 

170 152 227 
0.85 21.5 4.9 9 

2.08 20 0.58 0.85 21.5 4.2 21 

70 
2.03 5・10 0.58 

170 114 265 
0.85 21.5 5.0 8 

2.07 20 0.58 0.78 21.0 5.5 21 

70 
4.00 5・10 0.58 

170 114 265 
0.85 21.5 4.8 8 

4.00 20 0.58 0.75 21.5 5.3 21 

 

表 11 コンクリートの調合およびフレッシュ性状 
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降量が増大することが懸念されたため、沈降量試

験（JASS 5T-503）も実施した（環境温度 5℃の

み）。各種試験の環境温度 5℃および 10℃のもの

は同一バッチとし、室温 5℃でコンクリートの練

混ぜを行い、練上がり直後のフレッシュ試験実施

後、直ちに環境温度 5℃または 10℃の環境下で

試験および養生を実施した。 

4.2. 試験結果 

(1)フレッシュ性状 

表 11 にコンクリートの調合およびフレッシュ

性状を示す。目標スランプは 21±2cm、目標空気

量は 4.5±1.5%とし、水結合材比 45%、単位粗骨

材かさ容積は 0.58m3/m3 と一定にした。スラン

プおよび空気量については、目標範囲を満足する

結果であった。 

(2)凝結時間と BF 使用率の関係 

図 35 に凝結時間と BF 使用率の関係を示す。

環境温度 20℃の場合、始発時間は BF 使用率の

影響を受けずに、ほぼ同等の値となった。終結時

間は、BF 使用率が大きくなるに伴い、若干遅延

する傾向(最大約 3 時間)が認められた。環境温度

5℃および 10℃では、BF 使用率が 20%を超える

と始発時間が遅延する傾向が認められ、最大で約

4 時間程度遅延する傾向であった。また、終結時

間については、その傾向がより顕著であり、BF

使用率 0%および 20%に比べ、60%および 70%は

7～13 時間程度の凝結遅延が生じる結果であっ

た。 

(2)凝結時間と環境温度の関係 

図 36 に凝結時間と環境温度の関係（SO3量の

影響）を示す。図中より、SO3 量が異なっても、

環境温度と凝結時間の関係は同等であると判断

できる。よって、SO3量が異なっても凝結時間に

及ぼす影響はないものと考えられる。 

24 時間経過時点における沈降量は、BF 使用率

0%で 1.04mm、BF 使用率 70%で 0.85mm であ

り、BF 使用率 70%のものがスラグを使用してい

ないものより小さい沈降量であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5. 室内実験のまとめ 

本研究検討結果を表 12に示す。BF使用率 10%

から 70%の範囲における各性状について、以下

の知見を得た。 

(1) BF 使用率 70%においても、静置で経時 60 

  分のスランプ保持性能を有していた。 

(2) BF 使用率の増加に伴い、ブリーディング量 

 が減少した。 

(3) BF 使用率 60%以上になると、セメント量の 

 減少および混和剤使用量の増加により、終結 

 時間が遅延した。 

(4) 低温環境下における凝結時間は、BF 使用率 

 60%以上になると終結時間が大幅（7～13 時 

 間）に遅延した。 

(5) 断熱温度上昇量の最高温度は、BF 使用率 

 70%の場合、同一結合材量の低熱セメントを 

 使用したコンクリートよりも小さい値であ 

 った。 

(6) 圧縮強度は、材齢 28 日以降であれば BF 使 

 用率 30%以下は N と同等と見なせ、BF 使

 用率 30%を超えると強度低下が認められた 
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(7) 静弾性係数は、BF 使用率に関わらず、BF 

 を使用していない一般のコンクリートと同 

 様な静弾性係数を有していた。 

(8) 乾燥収縮は、BF 使用率に関わらず N と同等 

 であった。 

(9) 中性化抵抗性は、BF 使用率の増加に伴い低 

 下した。 

(10) 耐凍害性は、BF 使用率が高くなるほど低下 

 し、かつ、水結合材比が大きい場合、BF 使 

 用率 70%で急激に低下するため、BF 使用率 

 が高く水結合材比も大きい場合は注意が必 

 要である。 
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項目 
BF 使用率(%) 

10 20 30 45 60 70 

フレッシュ 

経時変化 
－ － － － － 同等 

ブリーディング － 同等 － － 減少 

凝結時間 － 同等 － － 遅延 

凝結時間（低温） － 同等 － － 大遅 

温度上昇量 － － － － － 減少 

圧縮強度（7 日） BF 使用率の増加に伴い低下 

圧縮強度（28 日） 同等 使用率に伴い低下 

圧縮強度（91 日） 同等 使用率に伴い低下 

静弾性係数 同等 

乾燥収縮 － 同等 － － 同等 

中性化抵抗性 BF 使用率の増加に伴い低下 

耐凍害性 － 同等 － － 微低 低下 

表 12 室内実験のまとめ 

表内は N と比較した場合の増減等を示す 

［―］は未検討 

、 


